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地方制度を考える上で
注目すべき技術革新の論点

・技術革新により我々の生活はどのように変わるか？

・全国一律に技術革新の恩恵を受けることは可能か？

コストの視点

・同様に使いこなすことができるか？

行政対応力の視点

・制度設計により技術の利用方法は変わるか？



我々の生活はどのように変わる
か？

「未来をつかむTECH戦略」（IoT新時代の未来づくり検討委員会）より







参考 患者のいない病院







全国一律に技術革新の恩恵を受けること
は可能か？（コストの視点から）

前掲の将来像のベースには、高速高帯域無線通信（５G以降の技術）と高速低コスト
コンピュータ能力（クラウドコンピューティングサービス）の存在が前提になって
いる。

費用対効果の視点から5Gの通信設備を全国一律に普及させることは難しい。

技術が高度化すると投資採算性は厳しくなる。

例）鉄道
● 鉄道は、全国に展開
● 新幹線は普及を求められたが、限界があった。
● リニア新幹線は採算の取れる路線が限定



技術を使いこなすことができる
か？（行政対応力の視点から）

● 行政の標準化によるシステムの共有化、RPA（ロボティック・プロセス・
オートメーション）による自治体の業務改革に期待。

※例外処理が多いので、職員の行政対応力の底上げが必須。

● 現実的には、自治体間に相当の行政対応力格差が存在しているが、
この格差を埋めるような技術の活用は不十分。

参考）介護保険の要支援要介護認定比率には保険者（主に基礎自治体）毎
に大きな差異が存在する。

差異：個人的要因 X 環境的要因 X 行政対応力
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制度設計により技術利用方法に
差がでるか？（先行事例から）



日本の制度は全国一律にインフラを普及させるが、使いこなす方法は
考えない傾向にある？
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